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１．経緯

• 魚のトリチウム測定は、FWTと、OBTの2種類を測ります。
• FWTは、魚の体内の水分のトリチウム濃度であり、魚の水分

を蒸発させて回収し、測定します。
• OBTは、魚の組織（筋肉等のタンパク質）に含まれる水素

原子の一部として含まれるトリチウムであり、組織を燃焼して
発生した水を回収し、測定します。燃焼の際に測定に影響
をおよぼす不純物が試料へ移行するおそれがあるので回収
水の不純物の除去が必要です。

• 魚のトリチウム測定は、対応できる分析機関が限られてお
り難易度が高いです。

※ トリチウム水タスクフォース報告書（平成28年6月 トリチウム水タスクフォース）参考資料３ トリチウム(3H)の環境動態（(公財)環境科学技術研究所 柿内秀樹）より引用

有機物中のトリチウムの測定

前処理機器

OBTは生体に吸収されやす
く、生物学的半減期が長い
ため線量評価上重要

本年3月24日公表のALPS処理水処分に係わる海域モニタリング計画ではモニタリング地
点と対象の追加により、魚に含まれるトリチウムの分析を、従来の月1地点から 従来の地
点を含めた計11地点に増加しました｡（従前の1地点は九環協が分析を継続）
モニタリング計画では、各実施機関の結果を比較検討することにより妥当性を確認することに
しており、当社および当社委託先の株式会社化研（以下、化研）では､初めて魚のトリチウ
ムを分析することから、公定法（放射能測定法シリーズ）をベースに分析し、分析結果を十
分に実績のある九環協の結果との比較を行いました。
本年5月から11地点の魚の分析に着手した結果、当社分析のFWT※下図、 また、当社および化研
分析のOBT※下図において、周辺海水のトリチウム濃度より高い濃度で検出されていることを確認しまし
た。当社と化研の分析結果は、従来と同程度の分析値であった九環協の分析結果と異なる傾向にな
りました。
このため､九環協と当社および化研の当該分析結果を確認した8月以降、当社と化研の分析作業
を一旦中断し､3者とは別の専門家に協力いただき、分析方法の相違点をはじめとする原因
調査を行いました。
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魚のトリチウム測定は、FWTと、OBTの2種類を測定します。

＜FWTの分析方法＞
• 分析対象とする部位を分け取った後、冷凍庫

で凍結し、凍結した試料から真空乾燥を行って
水分（組織自由水）を取り出し、分析用試
料とします。

• その後、組織自由水（分析用試料）に残留
する有機物を酸化剤を加えて分解し、蒸留を
行い、液体シンチレーションカウンタで測定を行
います。

２．魚のトリチウム分析方法

＜OBTの分析方法＞
• 真空乾燥後に残った乾燥物を燃焼し、発生し

た水分（燃焼生成水）を回収して、分析用
試料とします。

• その後、燃焼生成水（分析用試料）に残留
する有機物を酸化剤を加えて分解（不純物を
除去）し、蒸留を行い、液体シンチレーションカ
ウンタで測定を行います。

不純物の除去

不純物の除去
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３．魚のトリチウム分析に影響する要因
魚のトリチウムの分析では、海水のトリチウム分析に比べて分析値に影響する因子が多く含
まれています。
要因分析に加えて、九環協と化研の分析方法について直接現地で確認し、当社も含めた
３者の方法と比較して、要因の絞り込みと調査を3者とは別の専門家の意見を伺いながら行
いました。
その結果、分析値に影響する要因として、「測定装置の影響｣ 「不純物（有機物）の影響｣
｢化学反応の影響」を抽出しました｡

① 測定装置の影響について
• 使用している測定装置は各所で性能や設置環境が異なるため、装置の違いが分析結果

に影響をおよぼしているおそれがあると考えました。

② 不純物（有機物）の影響について
• 魚に含まれるトリチウムは、海水濃度レベルであり、わずかでも不純物が含まれていると、

正しく測定できないところ、前処理工程の違いにより、不純物の除去が十分でないおそれ
があると考えました。（前処理操作の工程検討）

③ 化学反応の影響について
• トリチウムは直接測定することが出来ないため、放射線を光に変換し、光量を測定してい

るところ、静置方法の違いなどにより、化学反応などによる発光が残留しているおそれがあ
ると考えました。（測定段階の工程検討）
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３．魚のトリチウム分析に影響する要因
今回要因と考えた点
① 測定装置の影響 ② 不純物（有機物）の影響 ③ 化学反応の影響

不純物の除去 不純物の除去
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４．検証方法

①測定装置の影響について
• 当社（1F構内分析施設）､構外施設、化研に設置している同一機種（LSC-LB-8）

を用いて、同日･同時刻に同一条件で、試料を入れない空の測定容器のみでの測定を行
い、測定装置の違いによる影響の有無を確認しました。

②不純物（有機物）の影響について
• 当社（1F構内分析施設）と化研において、九環協の前処理操作（不純物の除去）を

用いて分析を行いました。各々の分析施設の前処理操作での結果と比較を行い、不純物
（有機物）の影響の有無を確認しました。

③化学反応の影響について
• 当社（1F構内分析施設）と化研において、OBTが検出された測定済みの試料に対し

て、経時変化を確認する目的で時間を追って測定を行い、化学反応の影響の有無を確
認しました。

今回要因と考えた「測定装置の影響」「不純物（有機物）の影響」「化学反応の影響」に
ついて、3者とは別の専門家の意見を伺いながら以下の検証を行いました｡
当社とともに化研でも同様の検証を行っています。
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５．測定装置に関する検証結果
当社（1F構内分析施設）、構外施設、化研に設置している同一機種（LSC-LB-8）
を用いて、同日･同時刻に同一条件で、試料を入れない空の測定容器のみで測定を行い
ました。
その結果､繰り返し測定を行った各所4施設でのデータについて､有意な差が認められませ
んでした。
従って、測定装置の違いによる影響はないと評価しました。
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６．不純物（有機物）に関する調査結果

分析機関 九環協 化研 当社
(1F構内分析施設) 公定法※

不純物の除去方法

試薬
過マンガン酸カリウム
（約1g添加）

過マンガン酸カリウム
（約1g添加）

過マンガン酸カリウム
（約0.3g添加）

過マンガン酸カリウム
（分析試料約70mlに対して

約0.5g添加）

温度 100℃ 100℃ 60℃ 100℃

時間 ７時間/日を4日繰り返す 8時間 6時間以上 4時間以上

九環協・化研・当社（1F構内分析施設）・公定法における分析方法の比較

不純物（有機物）の除去は公定法（放射能測定法シリーズ）をベースに行っています。
公定法では、除去をするために添加する必要がある試薬の種類と量が記載されていますが、
「試料中の有機物含量に応じて添加量を適宜調整する」ことと注意書きされており、測定対
象魚種等の特徴にあわせて、測定者が適切な添加量を見極める必要があります。
不純物が除去できているかどうか次ページのとおり確認を行ったところ、九環協の手法では当
社・化研の手法よりも不純物がより適切に除去できていることがわかりました。手法を比較した
結果、当社と化研に比べて、九環協は、除去操作の時間が長いことや試薬の添加量が多い
ことを確認し、当社・化研の手法では不純物を除去するための化学反応が十分でなかったこ
とがわかりました。

※放射能測定法シリーズ9 トリチウム分析法（平成14年改訂）文部科学省
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６．不純物（有機物）に関する調査結果
不純物除去方法の違いによる影響を確認するため、当社と化研で、九環協の方法による不
純物除去を行い、不純物の残留の目安となる吸光度（数値が低いほど不純物が少ない）
を測定・比較しました。
化研では、九環協の方法で行った結果、従来の方法と比べて200nm付近の吸光度が大
幅に低下しており、不純物の除去（残留物の減少）が促進されていることを確認しました。
（下図②→①）
この方法で試験的に魚試料を分析した結果、化研では不純物による化学発光影響の排除
ができ、OBTは検出下限値未満となり、九環協の不純物分解の方法は、残留不純物の化
学発光を抑えるために有効な方法であることが確認できました。
一方、当社では、九州環境管理協会の方法で行った場合も吸光度を十分に低減すること
ができず、期待していた改善効果を得ることができませんでした。（下図③）

当社の結果（九環協の方法）

化研の結果（化研の方法）

化研の結果（九環協の方法）
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７．化学反応に関する調査結果
不純物の分解と蒸留を行った後、発光液 (液体シンチレータ) を添加し測定を行います。
公定法（放射能測定法シリーズ）では、液体シンチレータ添加後、一昼夜から1週間程度
放置してから測定を行うことが推奨されています。
添加後の試料の静置時間について比較した結果、九環協と化研では1週間、当社では海
水等の分析経験を踏まえ3日以上と設定していました。
当社は、他の分析機関と比べて、静置時間が短いことから、化学反応を排除するための静
置時間が十分ではないおそれがあることを確認しました。

分析機関 九環協 化研 当社
(1F構内分析施設) 公定法※

測定装置
LSC-LB-5、LB-7
(日本レイテック製)

LSC-LB-7、LB-8
(日本レイテック製）

LSC-LB-7、LB-8
(日本レイテック製）

液体シンチレーションカウンタ

液体シンチレータ ウルチマゴールドuLLT ウルチマゴールドLLT ウルチマゴールドLLT
乳化シンチレータ
（シンチゾールEX-H、

ウルチマゴールドLLT
等の市販品）

液体シンチレータ添加後の
試料の静置時間 1週間 1週間 3日以上 試料調整後

一昼夜から１週間程度

静置環境
20℃（空調温度）
冷暗所

15℃
測定装置内（冷暗所）

15℃
測定装置内（冷暗所）

測定器内または16℃程度
に設定したインキュベータ
（恒温器）内に放置

九環協・化研・当社（1F構内分析施設）・公定法における分析方法の比較

※放射能測定法シリーズ9 トリチウム分析法（平成14年改訂）文部科学省
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７．化学反応に関する調査結果

化研と当社でOBTが検出された測定済みの試料を用いて、経時的に測定を実施したところ、
化学反応の収束による分析値の低下が確認されました。
このことから、液体シンチレータ添加に伴う化学反応が十分に収まっておらず、静置時間が不
十分な状態で測定を行っていたと評価しました。
なお、今回の調査に用いた試料における確認では、残留不純物による化学発光の影響が大
きいですが、化学反応による化学発光の影響も加わっておりました。
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８．化研の取り組み
化研では、調査結果を踏まえて、科学的根拠に照らして合理的であることを確認のうえ、
OBTの分析方法（前処理）について、不純物の除去を九環協の方法に見直しました。この
方法で、試験的に魚試料を分析し検証した結果、不純物による影響を排除することができ、
OBTは検出下限値未満となりました。
化研では、九環協の方法をベースとしたあらたな分析手順書に改定し、10月24日から魚
のトリチウムの分析を再開したところ、OBTの結果は検出下限値未満でした。

化研における分析方法（見直し後）

分析機関 化研（見直し後） 九環協

不純物の除去方法

試薬
過マンガン酸カリウム

（約1g添加）
過マンガン酸カリウム

（約1g添加）

温度 100℃ 100℃

時間 28時間以上 ７時間/日を4日繰り返す

不純物の残留状態の確認方法
吸光度 <0.1(200nm付近) <0.1(200nm付近)

導電率 <10μS/cm <10μS/cm

pH 中性 中性
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９．当社の取り組み
当社の分析結果は、九環協・化研とは異なる傾向であり、OBTが実際より大きく測定されて
いると判断しました。
今回の魚のトリチウム分析では、非常に微少な量のトリチウムを測定するため、他試料か
らの汚染混入には十分注意していますが、当社は管理対象区域内で分析を行っている
ことから、不純物の除去方法の精査を続けるとともに、トリチウムが環境中から混入してい
ることが原因となっている可能性についても検討に加え、調査を継続します。

構内分析施設のなかでもトリチウムの混入が少ないと考えられる分析エリアにおいて、九
環協の不純物の除去方法・静置時間を適用し、試験的に魚試料の分析を行っていま
す。（アクション1）
当該検証が終了次第、分析員の技能の確認も兼ねて、当社と化研で試験的に魚試
料の比較測定を行います。（アクション2）

調査を完了するまでの間は、当社の分析対象試料5地点は化研で分析を行います｡

不純物（有機物）の除去装置を使用している様子

[当社の分析再開に向けたスケジュール]
・アクション1：12月目途に実施予定
・アクション2：アクション1完了後に準備が整い次第、着手予定
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参考資料
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参考資料：目次

調査･試験のデータを次ページ以降に掲載

A．分析方法の詳細確認

要因分析、施設レイアウト、分析手順

B．測定装置の影響確認

スペクトル調査

C．不純物の影響確認

吸光度調査

D．化学反応の影響確認

経時変化調査

参 考

・魚類採取地点の海水トリチウム濃度の推移

・周辺海域のトリチウム濃度の推移

・1F構内分析施設の雰囲気トリチウム濃度
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Ａ-1．分析値に影響する要因の洗い出しで挙げた可能性

測定容器サイズ
魚OBT、FWT濃度増加

蒸留水計数率増加

蛍光発光
（フォトルミネセンス）

汚染の混入
（コンタミ）

コンプトン

化学発光
（ケミカルルミネセンス）

計数効率

標準線源効率（ESCR）曲線

試料ESCR

装置効率変動

環境γ線

測定室
トリチウム汚染

試料
トリチウム汚染

試料調整時

凍結・乾燥・焼却時

有機物酸化分解時

酸化剤の蒸留水移行

蓄光 消光
光源への暴露

静置時間
試料β核種汚染

外部線源

濃度計算

試料重量（OBT）

試料回収量（FWT）

トリチウム回収率（FWT）

未分解有機物の蒸留水移行

有機物分解・蒸留条件
酸化剤量

有機物の残留

消光

静置時間

測定容器サイズ

その他不明物質

H-3定量領域

測定容器サイズ

機器依存の要因･試料静置時間：データを収集し調査検討
有機物の残留、蒸留時移行等：反応条件と精製確認の厳格化で包括できると判断
①計算ミス、②雰囲気トリチウムコンタミの可能性：次の理由により除外するが1F構内分析施設
での作業環境におけるコンタミは継続調査を実施

→ ①検算を実施し間違いがないことを確認
②当社と化研での同時混入、FWTとOBTの検出値に一貫性がない

外部からのβ核種汚染、雰囲気線量の影響：
→ 持込物の表面汚染、作業環境線量は常時確認しているため除外
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Ａ-2．1F構内分析施設のレイアウト
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Sr-90
全α、全β

水
質
汚
濁

H-3
C-14
Ni-63

ガンマ線放出核種

難測定エリア

C-14
Ni-63
Cd-113m
I-129
Tc-99

：前処理エリア

地下１階

１階

試料
保管室

空調機械エリア

：ALPS処理水取扱エリア

：測定エリア

Sr-90

全α
H-3

ガンマ線放出核種

全β

一般水質

海生物乾燥 排水試料
加重平均

H-3
魚・海藻

試料受入

全 域 ：環境試料取扱エリア

海域試料を含む

低放射能濃度試料を扱うための措置

計測室を地下に設置、環境線量による影
響を低減（50cm厚コンクリート等）

試料持込は、海水等あらかじめ低放射能
濃度であることが明確な試料に限定
※ 濃度不明試料は構内他分析室へ持込

入室時には、身体･物品サーベイを徹底

室内の定期的な汚染確認を行い、出入口
の床面など必要に応じて清掃を実施

面積（m２）

分析エリア 936

試料保管エリア 24

空調機械エリア 207

通路他 333

建屋延床面積 1,500

通路

低濃度試料を扱うことを前提に設計しているが、サブドレン浄化水、地下水バイパス水、ALPS
処理水は1E+2～1E+6Bq/Lのトリチウムを含む（魚のトリチウム：１E-2～１E-1Bq/L）

地下通路北側は、上記試料水の処理は行わない

N
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Ａ-3. 1F構内分析施設の分析手順

試料採取

前処理（捌き）
[1F構内]

組織自由水
（凍結水解凍回収）

蒸留

過マンガン酸
カリウム

凍結乾燥

乾燥魚体

燃焼
(迅速燃焼装置)

燃焼生成水

有機物分解
60℃ 6hr以上

蒸留

吸光度測定
測定波長190～350nm

ろ過
シンチレータ添加

測定測定

シンチレータ添加

吸光度測定
測定波長190～350nm

中和
過酸化Na

有機物確認 有機物確認

過マンガン酸
カリウム

中和
過酸化Na

試料、BG水 試料、BG水

OBTFWT

2回実施
冷暗所静置※

(3～5d)
冷暗所静置※

(3～5d)

有機物分解
60℃ 6hr以上

※ 液体シンチレーション計数装置内
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Ａ-4. 化研の分析手順

試料採取

前処理（捌き）
[化研構内]

組織自由水
（凍結水解凍回収）

過マンガン酸
カリウム

凍結乾燥

乾燥魚体

燃焼
(管型反応器+Pt触媒)

燃焼生成水

有機物分解
還流 6～8hr

蒸留

吸光度測定
測定波長200～300nm

シンチレータ添加

測定測定

シンチレータ添加

吸光度測定
測定波長200～300nm

中和
過酸化Na

有機物確認

有機物確認

試料、BG水 試料、BG水

OBTFWT

冷暗所静置※

(7d)
冷暗所静置※

(7d)

有機物分解
還流 4～5hr

蒸留

過酸化Na

※ 液体シンチレーション計数装置内

電解濃縮

蒸留

過マンガン酸
カリウム
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Ａ-5. 九州環境管理協会の分析手順

試料採取

前処理（捌き）
[発電所外]

組織自由水
（凍結水解凍回収）

過マンガン酸
カリウム

凍結乾燥

乾燥魚体

燃焼
(石英管+Pt触媒)

燃焼生成水

有機物分解
還流 7hr×3～4日

蒸留

吸光度測定：200nm
電気伝導度、pH

シンチレータ添加

測定測定

シンチレータ添加

吸光度測定:pH
電気伝導度

中和
過酸化Na

有機物確認

有機物確認

試料、BG水 試料、BG水

OBTFWT

暗所静置※

※2
暗所静置※

※2

有機物分解
還流 7hr×3～4日

蒸留

※ 暗所室内保管

電解濃縮

蒸留

電気伝導度、pH

※2 電解濃縮を実施する場合は20mL低拡散ポリエチレンバイアルを使用し、6hr以上静置。
電解濃縮を実施しない場合は100mLテフロンバイアルを使用し、7d以上静置。

過マンガン酸
カリウム
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Ａ-6. 有機物分解の条件

九州環境管理協会 1F構内分析施設

九州環境管理協会：還流冷却器を使用：KMnO4 1g添加、100℃_7時間/日×4日

1F構内分析施設：ナス型フラスコを密栓して使用：KMnO4 0.3g添加、60℃_6時間以上

化研：還流冷却器を使用：KMnO4 1g添加、100℃_8時間

（参考）公定法※：KMnO4 試料70mLに対し0.5g添加、 100℃_4h以上

化研

※ 放射能測定法シリーズ9 トリチウム分析法（平成14年改訂）文部科学省
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Ａ-7. 化研でのOBTの分析手順の概要

燃焼

燃焼水

還流

中和

蒸留

吸光度・導電率

シンチレータ
添加･混合

測定

燃焼

燃焼水

中和

還流

蒸留

吸光度・導電率

シンチレータ
添加･混合

測定

pH確認

基準値：特になし

酸性
6～8時間沸騰

過マンガン酸
カリウム
溶液が紫色
の状態保持

pH 6～8

冷暗所静置

1週間後

Pt+CuO

過酸化ナトリウム

pH 6～8

過マンガン酸カリウム

28時間以上、沸騰

pH 6～8

pH 6～8

基準値：吸光度 <0.1
導電率：<10μS/cm

冷暗所静置

1週間後

改定前 改定後
Pt
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Ｂ-1. 魚試料測定時のスペクトル（1F構内分析施設）

1
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8
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T-B1 海水 B.G スペクトル（LSC-25）

50min×14回=700minを
1000min測定に規格化
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T-B1 FWT B.G スペクトル（LSC-29）

50min×20回=1000min測定結果
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T-B1 FWT スペクトル（LSC-29）

50min×20回=1000min測定結果
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T-B1 OBT B.G スペクトル（LSC-29）

50min×20回=1000min測定結果
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)
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T-B1 OBT スペクトル（LSC-29）

H-3定量領域(0.44keV-4.175keV)
H-3スペクトル領域(0keV-18.6keV)

50min×20回=1000min測定結果

0

2

4

6

8

10

12

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000
sa

m
pl

e 
(G

RO
SS

)
ch

T-B1 海水 H-3スペクトル（LSC-25）

50min×14回=700minを
1000min測定に規格化

<0.33Bq/L0.48Bq/L

1.2Bq/L

5/17に採取した魚試料について、OBT、FWTともにH-3定量領域で有意なピークを確認

BGスペクトルにもピークの可能性が見られたが、他機関のLSCを利用してBGを計測した結
果（次スライド）、測定装置の違いは分析結果に影響をおよぼさないことを確認

BG

OBT測定時

試料

BG

試料

FWT測定時 （参考）海水測定時

BG

試料

＜測定装置＞FWT、OBT:LB-8 海水：LB-7
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Ｂ-2．各施設におけるBGスペクトル

※ 各施設の6～25リピートの積算スペクトル（1～5リピートは除外）

※容器:100mLポリバイアル瓶（空容器）、測定時間:50分×20サイクル、測定条件: ゲイン「0.005keV/ch」・エネルギー範囲「20keV」・
チャンネル数「4000チャンネル」・イオナイザー「あり(0.5min)」・ウェイトタイム「なし」・化学発光補正「なし」

化研（機能材料研究所）

1F構内分析施設

化研（水戸研究所）

構外施設
※1Fから南西約10km地点
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Ｂ-3. 魚試料測定時のスペクトルの正規分布評価（1F構内分析施設）

0
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200
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400

500

600
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確
率
密
度
(-
)

計数率

B.G. T-B1FWT 検出限界計数率
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率
密
度
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)

計数率

B.G. T-B1OBT 検出限界計数率

0
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200

300

400

500

600

0 0.02 0.04 0.06 0.08 0.1

確
率
密
度
(-
)

計数率

B.G. T-B1海水 検出限界計数率

スライド23の測定結果の統計処理を実施

計数から算出される標準偏差はそれほど大きくなく比較的シャープな分布である

検出の要因として、標準偏差の広がりによるものではなく、試料の計数率そのものが
何かの要因により上昇していることを確認

要因として、試料への不純物の混入を推定

OBT測定時（BG、試料） FWT測定時（BG、試料） ＜参考＞海水測定時（BG、試料）

確
率
密
度

確
率
密
度

確
率
密
度
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Ｃ-1. 吸光度データ（1F構内分析施設）

5/31採取（T-B4）

5/31採取（T-B3）5/24採取（T-B2）

吸
光
度

吸
光
度

吸
光
度

波長 波長

波長

実試料の吸光度を確認したところ、
200nm近傍の吸光度は<0.1

九環協における有機物分解終了の判断基
準を満足しているものの、OBTを検出

吸光度が<0.1であっても明らかな紫外
線吸収ピークがある場合には、不純物除
去の再処理を行う必要ありと判断

OBT検出OBT検出

OBT検出

0.1

0.1

0.1
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Ｃ-2. 吸光度データ（化研）

吸

光

度

波長（nm）

化研の方法で長時間の分解を実施

分解操作前

200 300 350 400250

3

2.5

2

1.5

1

0.5

0

化研の従来の条件（酸性条件）

化研の方法で有機物分解を通常よりも長時間実施

200nm付近で紫外線吸収ピークを確認
有機物分解の時間を延長することの効果は低い

なお、本試料ではOBTを検出
吸光度が<0.1であっても明らかに紫外線吸収ピークがある場合には、再処理が必要と判断

波長（nm）

吸

光

度

0.1

0

分解時間：計42時間50分（通常：6～8時間）
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Ｃ-3. 吸光度データ（化研）

0
0.01
0.02
0.03
0.04
0.05
0.06
0.07
0.08
0.09

0.1

200 250 300 350 400

Ab
s.

nm

むつ産ヒラメ(化研方式
【還流時間を4日間】)

化研方式

九環協方式

化研の方法と九環協の方法で得られた吸光度を比較

吸光度 判断基準:＜0.1（200nm）

化研の方法：0.056、九環協の方法：＜0.01

導電率 判断基準:10μS/cm

化研の方法：9.57μS/cm、九環協の方法：6.21μS/cm

いずれの方法もOBTは未検出であり、吸光度は還流時間の長さによって低下することを確認
でき、吸光度の低下のためには還流（有機物分解）操作を十分に確保することが有効と判断

※ 分析は化研で実施

化研の方法：pH 1
還流時間8時間10分

九環協の方法：pH 6～8
還流時間40時間50分

吸
光
度

0.1

0

波長（nm）
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1F構内分析施設でOBTが検出された測定済みの試料容器に対して、経時的な測定を実施

経時的に濃度が低下する試料が見られるものの、低下しない試料も存在

化学発光（測定濃度）は時間の経過に伴い減衰（低下）していることから、有機物の
活性が経時的に失活することによって減衰したものと推定

一方、時間の経過に伴っても減衰が認められない試料（スライド30）は、化学発光の影響で
はないと推定（前処理条件、分析環境に起因するものと推定）

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

3 5 7 9 11 13 15 17 19

静置後の経過日数

5/17採取（T-B1）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

3 5 7 9 11 13 15 17 19

静置後の経過日数

5/17採取（T-B2）

Ｄ-1. 経時データ（1F構内分析施設）

Bq/L（OBT） Bq/L（OBT）
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0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

3 5 7 9 11 13 15 17 19

静置後経過日数

5/24採取（T-B2）

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

3 5 7 9 11 13 15 17 19

静置後経過日数

5/31採取（T-B3）

Ｄ-2. 経時データ（1F構内分析施設）

Bq/L（OBT） Bq/L（OBT）
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【参考】魚類採取地点のトリチウム濃度の推移（表層海水）

魚類サンプリング調査位置図

魚類採取地点のトリチウム濃度の測定はモニタ
リング強化と同時に開始

電解濃縮の有無により測定下限値に差異あり

0.5 Bq/L超は観測されていない
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【参考】モニタリング地点以外のトリチウム濃度の推移

周辺海域に変動はなく、魚類のトリチウム濃度に影響を
およぼす環境変化は見られない

20 km
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【参考】1F構内分析施設の雰囲気トリチウム濃度

No. 採取エリア
魚のトリチウム分析

作業内容
測定結果
（Bq/L）

備考

①

前処理
エリア

農・畜・海産物
前処理室

・魚捌き作業
・凍結乾燥
・有機物分解

3.6
採取日：10/8 ～ 10/9
前処理：10/11
測定：10/12

② 土試料前処理室 ・燃焼 3.3
採取日：10/7 ～ 10/8
前処理：10/8
測定：10/9

③ 試料分析室１
・蒸留（FWT及びOBT）
・吸光度測定 2.9

採取日：10/9 ～ 10/10
前処理：10/11
測定：10/12

④ 試料分析室２ ・ろ過 4.3
採取日：10/5 ～ 10/7
前処理：10/8
測定：10/9

⑤
測定

エリア

計測室１ （作業なし） 5.3
採取日：10/10 ～ 10/11
前処理：10/11
測定：10/12

⑥ 計測室２
・冷暗所静置
・LSC測定

2.8
採取日：10/11 ～ 10/12
前処理：10/12
測定：10/13

参考 周辺環境 － －
大熊町：～4.2Bq/L-水分

双葉町：～2.5Bq/L-水分

除湿器を用いて凝縮水中のトリチウムを測定

九環協：ND(0.4Bq/L)～1Bq/L、化研：0.7Bq/L程度に比べると1F構内分析施設は高め
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【参考】1F構内分析施設の雰囲気トリチウム濃度（採取エリア）

薬
品
庫

非常口

通路

入退出口

⑥

地下１階

１階

試料
保管室

空調機械エリア

通路

N

③ ④

⑤①②

：前処理エリア：ALPS処理水取扱エリア ：測定エリア
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魚介類サンプリング調査位置図

※1 試料不足のため、測定出来ず。

当初、当社(1F構内分析施設)および化研の分析値が、周辺海水のトリチウム濃度よりも高い濃度で検出され
ました。（表1 赤字部）
九環協の分析結果は、従来と同様にOBTは検出下限値未満です。（表2）
九環協と同様の方法を用いたところ、化研においても、OBTは検出下限値未満となりました。（表3）

※九州環境管理協会の分析結果は、従来とおり周辺海水
濃度と同等以下

採取地点 採取日 魚種
周辺海水

濃度
（Bq/L)

組織自由水型
トリチウム
（Bq/L)

有機結合型
トリチウム
（Bq/L）

分析場所

T-B1 5月17日 ヒラメ ND(0.33) 0.48 1.2 当社

T-B1 6月21日 ヒラメ ND(0.33) ND(0.23) 0.40 当社

T-B2 5月17日 ババガレイ ND(0.32) 0.58 2.9 当社

T-B2 5月24日 ヒラメ ND(0.34) 0.45 0.74 当社

T-B2 6月21日 マコガレイ ND(0.33) ND(0.23) －※1 当社

T-B3 5月31日 ヒラメ ND(0.33) 0.45 0.58 当社

T-B4 5月31日 ヒラメ ND(0.33) 0.42 0.87 当社

T-S1 5月11日 ヒラメ 0.077 0.11 0.63 化研

T-S2 5月11日 ヒラメ ND(0.065) ND 0.96 化研

T-S3 5月12日 ヒラメ 0.067 0.11 0.94 化研

T-S4 5月12日 ヒラメ ND(0.067) 0.053 0.52 化研

T-S7 5月31日 ヒラメ ND(0.33) 0.36 0.68 当社

採取地点 採取日 魚種
周辺海水

濃度
（Bq/L)

組織自由水型
トリチウム
（Bq/L)

有機結合型
トリチウム
（Bq/L）

分析場所

T-S8 5月10日 ヒラメ 0.070 0.057 ND(0.27) 九環協

T-S8 6月28日 ヒラメ 0.075 0.075 ND(0.27) 九環協

採取地点 採取日 魚種
周辺海水

濃度
（Bq/L)

組織自由水型
トリチウム
（Bq/L)

有機結合型
トリチウム
（Bq/L）

分析場所

T-S1 6月3日 ヒラメ ND(0.068) 0.15 分析中 化研

T-S2 6月3日 ヒラメ ND(0.074) 0.12 ND(0.39) 化研

T-S3 6月23日 ヒラメ 0.14 0.12 分析中 化研

T-S4 6月23日 ヒラメ 0.14 0.13 ND(0.27) 化研

T-S5 6月30日 ヒラメ 0.11 0.15 ND(0.28) 化研

表１ 当社と化研において分析開始後に確認されたデータ

表３ 化研のデータ（分析再開後）

表２ 九州環境管理協会のデータ

【参考】 3者のデータ
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・過大に評価した分析値の公開

・他の分析値の妥当性
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【参考】過大に評価した分析値の公開

【分析手順の準備】
当社は、魚に含まれるトリチウムの分析は、初めて取り組む作業になるため、2020年度
より放射能測定法シリーズに示された分析方法（公定法：｢放射能測定シリーズ9 トリ
チウム分析法(平成14年改訂)｣文部科学省）に基づき、1F構内分析施設の状況を踏まえ、
2020年12月に「分析方法」を策定しました。
そのうえで、トリチウム線源（2.6Bq≒1.23Bq/L）を魚の可食部に注入添加し、策定した分
析方法に沿って分析した結果が期待とおりの分析値（1.35Bq/L程度）であることを確認し、
妥当性を検証しました。その後、「手順書」を制定し、線源を添加しない魚試料を用いて6回
の試験分析を通じて分析員の力量確保を行いました。
また、化研でも当社同様に公定法に基づき、分析手順書を準備しました。

【手順に基づく分析の実施と公開】
本年5月以降、当社ならびに化研では、制定した分析手順書に則り、試験を実施した分
析員により魚のトリチウム分析を開始しました。
分析後、分析手順書に則り分析されていることを確認し、品質管理上問題ないと判断しました。
次に、当社の得られた分析値が化研の分析値と比較して大きな乖離がないことを確認し、
両者の分析値を確定値として判断し、次の公開手続きを進めました。
分析値は、福島第一原子力発電所で測定する放射線等データをすべて公開する「放射線
データ全数公開」の枠組みのもと、8月1日以降、順次公開してまいりました。

【問題の把握】
8月16日に当該分析値が、周辺海水のトリチウムよりも高い濃度であったことを確認したこ
とから、分析に何らかの問題があったのではないかと考え、8月18日に公開データに注釈※

を設け、原因調査に着手しました。 ※『過去モニタリングデータと比較し、乖離している結果となったため、

事象について調査中である。』を備考に追記
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【参考】過大に評価した分析値の公開

【原因調査】

当社および化研の分析手順と、多くの魚のトリチウム分析実績がある九環協の分析手順と
比較した結果、微量のトリチウムを測定するために必要な不純物の除去と静置時間の長さ
に不十分な点が認められ、疑似発光が十分に低減できず、分析値が高めになったと判明し
ました。

また、分析値を確定させる際に、手順の正しさの確認と化研の分析値との比較を行いましたが、
周辺海水のトリチウム濃度や過去のトレンド（九環協の分析値）との比較を行いませんでした。

分析手順を準備する際に魚に添加したトリチウム量（1.23Bq/L）が環境試料レベル
（＜1Bq/L）と比較するとわずかに多かったため、環境試料レベルの分析の精度に影
響する要因に気付きにくかったことも背後要因として考えられます。

なお、当社1F構内の分析施設の環境要因に起因する原因の可能性については、引き続き調査
中です。

【再発防止対策】

分析値を確定させる際には、手順の正しさの確認に加え、類似ポイント（他機関の分析
値を含む）や過去のトレンドとの比較などを行ったうえで、確定させるようルールを明
確化します。

新たな分析を実施する際には、公定法等に則って分析手順を準備していくことに加え、分析
実績を有する他機関の分析手順を参考にするほか、専門家のレビューを受けるなど、多角的
に分析手順を準備するとともに、分析対象に応じて入念に分析手順を検証します。
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【参考】他の分析値の妥当性

魚試料のトリチウム分析は，他の分析試料と異なり，極めて低濃度の分析です。 さら
に，その分析工程には他の試料とは異なり，燃焼作業のような煩雑な工程を含みます。

海水等のトリチウムを分析する構内分析施設では，ISO/IEC_17025の認定を取得して
います。また，IAEAが提供する技能試験※には毎年参画し，良好な結果を得ています。

γ線放出核種に対しても，セシウムの分析にてISO/IEC_17025の認定を受けている
ことから，分析値には問題ないと考えています。

その他の分析に対しては，発電所廃棄物や研究施設廃棄物の放射能濃度確認分析と
してJAEAで開発してきた実績のある分析方法などを導入してまいりました。それ
ぞれの分析手法は，拠所を精査するとともに，標準線源などを用いた検証試験を実
施し導入してまいりました。

これらから，魚試料のトリチウムの分析以外の分析値については，妥当性があると
考えています。

※ Proficiency Test：IAEAによる線源を添加した試料を用いた試験

認定対象

公共水域水，排水，土壌，灰及び汚泥の放射性核種
（Cs134/Cs137 及び H-3を含む）


